
 

【定期登録用】 

 
 
※「建設工事」、「設計・調査・測量」、「土木施設維持管理」及び「物品等」の

いずれかの競争入札参加資格審査に申請又は登載されている方は、小規模修

繕業者登録できません。 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１７９（直通） 

さいたま市水道局業務部管財課 

電話 ０４８－７１４－３０８０（直通） 

令和９・１０年度 

さいたま市小規模修繕業者登録 

申請の手引 
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第１章 申請の概要●●●●●●●●●●●●●●●●    ●    

 

１ 小規模修繕業者登録の制度概要 

小規模修繕業者登録とは、さいたま市が発注する、内容が軽易で、かつ履行の確保が容易な１００万円以

下の小規模な修繕（施設修繕・その他修繕・物品修繕）の契約について、市内事業者を対象に契約希望者を

登録する制度です。 

 

２ 登録申請要件 

次のいずれかに該当する方は、申請することができません。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の４第１項に掲げる

者 

⑵ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下同じ。）がその事業活動を支配している場合、その他暴力団員との関係が特

に認められる場合であって、さいたま市長及びさいたま市水道事業管理者（以下「市長等」という。）が不

適格であると認める者 

⑷ 国税（消費税及び地方消費税並びに法人にあっては法人税、個人事業主にあっては申告所得税及び復興

特別所得税）について未納がある者又はこれに未納があり分割納付中である者 

⑸ 地方税（法人にあっては法人市民税、個人事業主にあっては個人市民税）について未納がある者又はこ

れに未納があり分割納付中である者 

⑹ 個人事業主の場合は、さいたま市に住民登録を有しない者、さいたま市内に本店を有しない者又はさい

たま市外にある事業所で登録をしようとする者 

⑺ 法人の場合は、さいたま市内に主たる営業所（本社・本店等）を有しない者又はさいたま市外にある事

業所で登録をしようとする者 

⑻ さいたま市の実施する競争入札の参加資格に関する審査を受け、さいたま市競争入札参加資格者名簿に

登載されている者 

 

３ 登録の有効期間 

 令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

４ 登録業務 

⑴ 登録業務は、「施設修繕」、「その他修繕」及び「物品修繕」の３区分に分類されています。 

また、「施設修繕」については、『大工、内装、屋根、畳、ふすま・障子、ガラス、給排水設備、給湯設

備、トイレ、サッシ・カーテン、空調設備、ガス管配管設備、厨房設備、電気設備、ドア・シャッター、

塗装、防犯設備、外溝・フェンス』の１８業務に細分化されています。 

⑵ 申請することができる登録業務の数は、「施設修繕業務（４⑴に掲げた１８業務）」、「その他修繕業務」

及び「物品修繕業務」の全２０業務のうち、５業務以内です。 

 

 

 

 



2 
 

５ 小規模修繕業者登録者の扱い 

⑴ 登録が認められた者は、小規模修繕業者登録者として「令和９・１０年度さいたま市小規模修繕業者登

録名簿」（以下「登録名簿」という。）に登載されます。 

⑵ 小規模修繕業者登録者は、本市が発注する小規模修繕の見積業者選定の対象となりますが、契約等を約

束するものではありません。 

⑶ 小規模修繕業者登録者は、建設工事、設計・調査･測量、土木施設維持管理、物品等の契約に係る一般競

争入札及び指名競争入札に参加することはできません。 
⑷ 登録名簿は本市のホームページ等で公表しますので、あらかじめご了承ください。 
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第２章 申請準備・申請方法 ●●●●●●●●●●●       ● 

 

１ 申請関係の書類 

⑴ 配布書類 

ア 令和９・１０年度さいたま市小規模修繕業者登録申請の手引【定期登録用】（本冊子） 

イ ＜別冊＞ 令和９・１０年度さいたま市小規模修繕業者登録市指定様式集 

ウ 委任状（様式１） 

⑵ 入手方法 

さいたま市ホームページからダウンロード 

（https://www.city.saitama.lg.jp/005/001/017/011/003/p003077.html） 

 

２ 申請方法 

次の⑴、⑵いずれかの方法で申請してください。 

⑴ さいたま市電子申請・届出サービス（以下「申請システム」という。）を利用した電子申請 

ア 受付期間 

  令和８年８月２４日（月）８時３０分から令和８年９月２５日（金）２３時５９分まで 

イ 手順 

① 添付書類（申請書類）を準備する 

・「第４章 申請書類 ４ 申請書類一覧表 ⑵ 添付書類」を確認し、添付書類を揃えてください。 

・「第４章 申請書類 ４ 申請書類一覧表 ⑴ 市指定様式（法人・個人共通）」は、システムに入

力するため、提出不要です。 

 

   ② 添付書類をＰＤＦ化する 

・添付書類は、ファイルをＰＤＦに変換してください。画像形式(jpg 等)でも可とします。 

・書類をスキャンする際は、文字が判読できるようスキャニングしてください。ファイルが不鮮明な

場合は、再提出を依頼することがあります。 

 

   ※ ＰＤＦファイルの名前の付け方について 

・ファイル名は、「商号又は名称」（株式会社○○、○○屋、等）を付けてください。 

・ファイル名に機種依存文字（例：①②③ⅠⅡⅢ等）が含まれる場合は、添付ファイルが削除される

恐れがありますので、機種依存文字を利用しないでください。 

・添付する際は、以下の表のとおり書類の種類ごとに分けて添付してください。 

（ファイル名の例）  株式会社さいたま 謄本.pdf 

大宮屋 身分.pdf 

 

書類名 ファイル名の例 

履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書 

（法人のみ） 

商号又は名称 謄本 

税務署発行の国税の納税証明書 

（その３の２又はその３の３） 

商号又は名称 国税 

身分（元）証明書（個人事業主のみ） 商号又は名称 身分 

https://www.city.saitama.lg.jp/005/001/017/011/003/p003077.html
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書類名 入力例 

委任状（様式１） 

（電子申請で契約権限等を代理人に委任する場合のみ） 

商号又は名称 委任状 

行政書士委任状（任意様式） 

（行政書士が申請を代理する場合のみ） 

商号又は名称 行政書士 

 

   ③ 申請システムに必要事項の入力及び書類を添付し、申請する 

     申請方法の詳細は、「第５章 申請システムについて」をご覧ください。 

 

    ＜書類の添付方法＞ 

    ❶「ファイルの選択」をクリックする 

 

 

 

 

 

 

    ❷添付するファイルを選択する 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ❸「開く」をクリックする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ④ 受付メールを受信 

     申請後、申請システムから自動で受付メールが送信されます。 

 

 

 

 

「ファイルの選択」をクリック 

してください。 

２ 添付するファイルが表示されます。 

１ 添付するファイルをクリック 

  してください。 

「開く」をクリックしてください。 
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 ⑵ 郵送による紙申請 

ア 受付期間 

令和８年８月２４日（月）から令和８年９月２５日（金）まで 

※ 郵送による申請は、消印の日付を申請日とします。そのため、有効な消印の最終日は、令和８年９

月２５日（金）となります。 

イ 手順 

① 申請書類を準備する  

・申請書類は「市指定様式」と「添付書類」があります。 

・「第４章 申請書類 ４ 申請書類一覧表」を確認し、申請書類を揃えてください。 

・「市指定様式」は、さいたま市ホームページからダウンロードしてください。（「第２章 申請準備・

申請方法 １ 申請関係の書類 ⑵ 入手方法」を参照。）。また、必ず最新の様式を使用してくだ

さい（様式が変更になっています。）。 

 

② 書類を提出する 

＜提出先＞ 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市財政局契約管理部契約課 

※ 郵送による申請は、封筒の表に「小規模修繕業者登録申請書在中」と記載してください。 

 

③ 「受付証」の受領 

郵送による申請の場合は、申請書類の到達後、受付をし、さいたま市契約課から「受付証」を郵送

するまでに２～３日程度かかることがございますので、あらかじめご了承ください。 

※ 切手を貼付した返信用封筒を必ず同封してください（送付する書類は、「受付証」のみです。）。 

 

３ 申請の際の注意事項 

⑴ 本申請は締切厳守となります。郵送提出の場合、受付期間終了後の消印がある申請書類については受付

いたしません。受付開始日前に書類の提出があった場合は、提出書類の引取り及び受付期間内での再提出

をお願いすることがあります。受付期間中に書類が届くように提出してください。 

⑵ 必要な書類を全て受領した段階で受理としますので、期限までに余裕を持って申請してください。 

⑶ 会社の商号、代表者等を変更する予定である等、未来の予定での申請はできません。その場合は、現状

に基づく内容で申請を行い、登録名簿が有効となった後に、変更等の手続きを行ってください。 

⑷ 申請直前に会社の商号、代表者等の変更があり、変更後の内容が記載された申請書類が期限までに揃わ

ない場合は、変更前の内容で申請を行い、登録名簿が有効となった後に、変更等の手続きを行ってくださ

い。 

⑸ 申請が受理された後は、申請内容を変更できません。申請受理後に登録内容の変更（代表者、代理人等

の変更）等があった場合は、登録名簿が有効となった後に、変更等の手続きを行ってください。 

また、提出された書類等は、いかなる場合であっても返却いたしませんので、あらかじめご了承くださ

い。 

⑹ 申請内容及び申請書類に不備・不足等があった場合は、登録名簿に登載されません。提出の際は、申請

の手引や申請内容を十分確認してください（様式は必ず最新のものを使用してください。旧様式を使用し

た場合は、受付できません。）。 

⑺ 申請内容及び申請書類に不備・不足等があった場合は、修正又は追加書類の提出等を求めます。その際

の連絡は、申請事務担当（行政書士が申請を代理している場合は行政書士）の方にいたしますので、審査
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結果が出るまでの間は、連絡が取れるようにしてください。なお、一定期間内に不備・不足等が解消され

ない場合は、申請を却下とすることがあります。 

⑻ 明白な誤りについては、確認を得ずにさいたま市にて修正を行うことがあります。電子申請サービスで

申請した内容が受理された場合も、審査後の登録内容は登録名簿をご確認ください。 

⑼ 郵送提出の場合、小規模修繕業者登録申請書は、郵便法（昭和２２年法律第１６５号）第４条第２項に

規定される｢信書｣にあたるため、日本郵便株式会社が行う｢郵便｣又は「民間事業者による信書の送達に関

する法律（平成１４年法律第９９号）」の許可を受けた事業者の「信書便」により、送付してください。 

⑽ 郵送提出の場合は、「簡易書留」、「レターパック」等配達が確認できる方法で送付してください。 

なお、送付日が消印等で確認できない場合は、申請を取り下げていただくことがあります。 

 

４ 申請の流れ 

 

No. 項 目 
申 請 方 法 

申請システム 郵送 

1 準備 ・申請書類は「添付書類」のみです。書

類の取得等を行い、ＰＤＦファイルに変

換後、ファイル名を付けてしてくださ

い。 

※「市指定様式」の内容は、システムに

入力するため、作成不要です。 

・申請書類は「市指定様式」と「添付書類」

の両方が必要です。「市指定様式」の作成

並びに「添付書類」の取得等を行ってくだ

さい。 

2 提出 ・申請システムで必要事項の入力及び書

類の添付を行い、提出してください。 

・申請後、システムから自動で受付メー

ルが送信されます。 

・申請書類は、郵送で提出してください。な

お、書類到達の確認についての問合せは受

け付けておりません。 

・受付後、小規模修繕業者登録申請受付証を

発行します。 

※小規模修繕業者登録申請受付証は、再発行

いたしません。審査結果通知書が届くまで

保管してください。 

3 審査 ・申請内容及び書類に不備・不足等があった場合は、申請事務担当（行政書士が申請を

代理している場合は行政書士）の方に連絡いたしますので、連絡がとれるようにして

おいてください。 

・審査の進捗状況についての問合せは受け付けておりません。 

4 審査結果 ・申請システムで審査結果を通知しま

す。 

・郵送で審査結果を通知します。 
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第３章 申請後の注意事項 ●●● ●●●●●●          ● 

 

１ 審査結果の通知 

⑴ 通知時期及び方法 

 ア 通知時期 

   令和９年３月末頃に通知します。 

 イ 通知方法 

  (ｱ) システム申請の場合 

     申請システムで審査結果を通知しますので、ダウンロードしてください。 

  (ｲ) 郵送の場合 

     郵送で申請した事業所宛に審査結果を通知します。 

⑵ 結果通知の再交付 

再交付は行いません。 

 

２ 登録名簿登載後の注意事項 

⑴ 登録を認められた者は、小規模修繕業者登録者として登録名簿に登載されます。また、登録名簿は一般

に公開されます。 

⑵ 申請内容は、さいたま市情報公開条例の「不開示情報」に該当しない限り情報公開の対象になります。 

⑶ 申請者に対し、本手引に記載のない資料等の提出若しくは提示又は説明を必要に応じて求める場合があ

ります。 

 

３ 登録名簿からの抹消 

小規模修繕業者登録者が以下の事由に該当した場合、登録名簿から登録を抹消します。 

⑴ 第１章２⑴、⑵、⑶、⑹、⑺又は⑻に該当する者となったとき。 

⑵ 登録名簿からの抹消を申し出たとき。 

⑶ その他市長等が必要と認めるとき。 

 

４ 申請事項の変更等の届出 

⑴ 申請受理後に登録内容の変更（代表者、代理人等の変更）等があった場合は、登録名簿が有効となった

後に、変更等の手続きを行ってください。 

⑵ 次の事業承継等があったときは、契約課にご連絡ください。 

・合併、会社分割、営業譲渡、個人事業主の法人化、個人事業主の相続、個人事業の事業主変更等 

・会社更生法の規定により更生手続開始の決定をされた者 

・民事再生法の規定により再生手続開始の決定をされた者 
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第４章 申請書類          ●●● 

 

１ 申請書類の種類 

申請書類は、次の２種類になります。 

⑴ 市指定様式 

さいたま市が指定する様式を使って作成する書類です。 

「小規模修繕業者登録申請受付証」、「小規模修繕業者登録申請書」及び「小規模修繕登録希望業務申請

書」の３つの様式になります。 

詳しくは、「第６章 市指定様式の作成要領」をご覧ください。 

⑵ 添付書類 

納税証明書等の第三者から交付される書類、委任状及び行政書士委任状 

 

２ 申請書類作成の手順 

申請書類は次の方法で作成し、提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市指定様式 

（申請システム提出は不要） 

添付書類 

さいたま市ホームページから 

様式をダウンロード 

行政機関等に証明書等の発行申請 

（必要に応じて委任状の作成） 

必要事項を記入 証明書等の取得等 

市指定様式完成 添付書類完成 

申請方法 

市指定様式と添付書類を「第４章 申請 

書類 ４ 申請書類一覧表」の順にする 

郵送 申請システム 

申請システムに必要事項を入力し、

添付書類をアップロードする 

申請システムで提出 郵送で提出 
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３ 申請書類作成の注意事項 

⑴ 申請方法に関わらず共通の注意事項 

ア 添付書類について 

・行政機関等が発行する証明書等は、コピー等の写しの提出を可とします。 

・行政機関等が発行する証明書等は、他に指定があるものを除き、申請日前３か月以内に発行されたも

ので現状を反映しているものに限ります。 

・外国語で記載してある書類は、日本語の訳文を付記又は添付してください。 

  イ 代理人について 

代理人は、市内に委任先の所在地がある場合のみ設置することができます。 

⑵ 郵送で提出する場合の注意事項 

ア 申請書類の用紙サイズについて 

・Ａ４サイズに統一してください。 

・市指定様式は、Ａ４サイズの用紙に片面印刷で作成してください。 

・添付書類のうちＡ４サイズでないものは、Ａ４サイズに縮小コピー又は拡大コピーしてください。 

  イ 市指定様式について 

   ・黒のペン又は黒のボールペンを使用し、楷書ではっきりと記入してください。パソコン等で作成の場    

合は、黒字で作成してください。書き直すことのできる筆記具（鉛筆・シャープペンシル・消すこと

のできるペン等）は使用しないでください。 

・修正液、修正テープ等は使用しないでください。 

・日本語で作成してください。 

・必ず最新の様式で作成してください。 

・誤記載等された場合は、注意事項に沿った、正しい内容で様式を作成し直してください。 

 

４ 申請書類一覧表 

郵送で申請する場合は、市指定様式、添付書類それぞれを次の一覧表の項番順に並べ、クリップ等で束ね

て提出してください。また、ファイル綴じ、ホチキス止め等はしないでください。 

 

⑴ 市指定様式（法人・個人共通） 

  ◎：必要、×：不要 

電子

申請 

郵送 
項番 書 類 名 備  考 

× ◎ 1 小規模修繕業者登

録申請受付証 「第６章 市指定様式の作成要領」を参照してください。 

※１ 郵送提出の場合は「小規模修繕業者登録申請受付証」

を郵送するため、切手を貼付した返信用封筒も併せて提出し

てください（返信する書類は、「小規模修繕業者登録申請受付

証」のみです。）。 

× ◎ 2 切手を貼付した返

信用封筒（※１） 

× ◎ 3 小規模修繕業者登

録申請書 

× ◎ 4 小規模修繕登録希

望業務申請書 
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⑵ 添付書類 
 
 
 
 
 

 

  ◎：必要、×：不要 
電子

申請 

郵送 項番 
書 類 名 備  考 

 ◎  ◎ 1 【法人のみ対象】 

履歴事項全部証明書又は

現在事項全部証明書（写

し可） 

・法務局で発行しています。 

 ◎  ◎ 2 【個人事業主のみ対象】 

身分（元）証明書（写し

可） 

・本籍地の市区町村で発行しています。 

 

 

 

 

 

 

 ◎ 

 

 

 

 

 

 

◎ 

 

 

 

 

 

 

3 

【法人のみ対象】 

納税証明書（その３の３

「法人税」及び「消費税

及地方消費税」について

未納税額のない証明用）

（写し可） 

・現在の住所地（納税地）を所轄する税務署で発行してい

ます。証明書の請求は、オンラインでも可能です。 

（https://www.e-
tax.nta.go.jp/tetsuzuki/shomei_index.htm） 

・新設の法人及び免税事業者も提出してください。 

・連結納税の適用を受けている者については納税義務者

（連結親法人）の証明書も一緒に提出してください。 

納税証明書「その３」の場合でも、「法人税」と「消

費税及地方消費税」の両方で未納がないことの確認が

できる証明書であれば可とします。 
 

 

 

 

 

 

 

 ◎ 

 

 

 

 

 

 

 

 ◎ 
4 

【個人事業主のみ対象】 

納税証明書（その３の２ 

「申告所得税及復興特別

所得税」及び「消費税及

地方消費税」について未

納税額のない証明用）（写

し可） 

・現在の住所地（納税地）を所轄する税務署で発行してい

ます。証明書の請求には、税務署窓口での待ち時間が短

縮可能なオンライン請求が利用できます。詳細は、ｅ－

Ｔａｘホームページをご覧ください。 

（https://www.e-
tax.nta.go.jp/tetsuzuki/shomei_index.htm） 
・新規開業の場合及び免税事業者も提出してください。 

・納税証明書「その３」の場合でも、「申告所得税及復興

特別所得税」と「消費税及地方消費税」の両方で未納が

ないことの確認ができる証明書であれば可とします。 

・電子納税証明書（ＰＤＦ）を印刷したものでも可とし

ます。 

 
 
 
 
 

※ 行政機関が発行した証明書等は、申請日前３か月以内に発行されたもので現状を反映しているもの

に限ります。 

※ 申請システムで提出する場合は、「第２章 申請準備・申請方法 ２ 申請方法 ⑴ さいたま市電

子申請・届出サービス（以下「申請システム」という。）を利用した電子申請」のとおり、ＰＤＦファ

イル（モノクロ可）で提出してください。 

https://www.e-
https://www.e-
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電子

申請 

郵送 項番 
書 類 名 備  考 

 ◎  × 5 【電子申請で代理人を設

置する場合のみ対象】 

委任状（様式１） 

・電子申請かつ見積り、契約の締結及び代金の請求等権

限を代理人に委任する場合のみ提出してください。 

・本申請の委任ではありません。 

・本店及び代理人の内容は、申請システムの本店情報及

び代理人情報の入力内容と一致させてください。 

 ◎  ◎ 6 【行政書士が申請を代理

する場合のみ対象】 

行政書士委任状 

・任意様式 

その他 必要と認める書類を求める場合があります。 

 
 

 

 

 

 

 

  

市税の納税証明書の提出は原則不要です。後述の第５章 申請システムについて ３ 申請画面の入力 ⑸ 

「誓約・同意」で行う同意をもって、税担当課へ納税状況等（法人にあっては法人市民税、個人事業主にあ

っては個人市民税）の確認をさいたま市契約課が行います。 

   ただし、納税状況等が確認できないときは、納税証明書等の提出を求めることがあります。 
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５ 外字の取扱について 

外字とは、文字コード等の特定の文字集合に含まれない文字のことを指します。小規模修繕業者登録名簿

に登載する漢字は、ＪＩＳ規格の第１水準及び第２水準と定められた漢字に限ります（小規模修繕業者登録

名簿では、外字ではなく代用の漢字を登載しますが、契約書や請求書等において、外字の使用を制限するも

のではありません）。 

したがって、申請内容において、ＪＩＳ規格第１水準及び第２水準と定められたもの以外の漢字（外字）

を使用する場合、他の平易な漢字又はカタカナ等の代用文字について、次のとおり対応しますのでご了承く

ださい。 

 

⑴ 次の外字を記入された場合、右側の代用漢字に修正します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 以下の外字を使用された場合、審査時にこちらから連絡し、代用文字の協議させていただきます。 
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第５章 申請システムについて                 ● 

１ さいたま市電子申請・届出サービスの申請画面へのアクセス方法 

⑴ さいたま市ホームページからさいたま市電子申請・届出サービスにアクセス 

  ＜さいたま市ホームページ＞  

〇トップページ >暮らし・手続き >オンライン申請・申請書等ダウンロード >オンライン申請 >オンライ

ン市役所さいたま（電子申請・届出サービス） 

（https://www.city.saitama.lg.jp/001/915/017/p011055.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 申請画面へのアクセス方法 

   さいたま市電子申請・届出サービスにアクセスするので、次のとおり操作をしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ページ内のこの画像を 

クリックしてください。 

ページ内の「オンライン申請手続き」

をクリックしてください。 

①「キーワードで探す」に『小規模修繕』 

と入力してください。 

②「キーワード検索」をクリック 

してください。 

https://www.city.saitama.lg.jp/001/915/017/p011055.html


14 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利用者登録せずに申し込む場合】 

※利用者登録をしている場合は、【すでに利用者登録をしている場合】にお進みください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「令和９・１０年度さいたま市小規模修繕業

者登録申請」をクリックしてください。 

「利用者登録せずに申し込む方はこちら」

をクリックしてください。 

＜利用規約＞にご理解いただけましたら、

「同意する」をクリックしてください。 
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【すでに利用者登録をしている場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①連絡先メールアドレスを入力 

してください。 

②同じメールアドレスをもう一度 

入力してください。 

③「完了する」をクリックして 

ください。 

①利用登録時に使用した 

メールアドレスを入力 

②パスワードを入力して 

ください。 

③「ログイン」をクリック 

してください。 

「連絡先メールアドレス」で入力したメールアドレスにメールが送信されます。 

メール文中の URL にアクセスして申込を行ってください。 
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２ 申請後の流れ 

 

申請者 さいたま市契約課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不備があるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請画面にアクセスします。 

＜利用規約＞にご理解いただけま

したら、「同意する」をクリック

してください。 

申   請 
（申請システムから自動で 

受付メール送信） 

受   付 

審   査 

不備書類作成 

再 提 出 

YES 

NO 

受   理 
（受理メール送信） 

メール受信 

申請システムから 

結果通知書ダウンロード 
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３ 申請画面の入力 

⑴ 「本店情報」について 

項  目 内  容 

法人・個人の別 ・該当する区分を選択してください。 

商号又は名称 ・履歴（現在）事項全部証明書のとおり入力してください。 

・株式会社等の法人の種類も省略しないでください。 

（株） → 株式会社 、（有） → 有限会社 

 （資） → 合資会社 、（名） → 合名会社 

 （合） → 合同会社 、（協組）→ 協同組合 

 （業） → 協業組合 、（企） → 企業組合  など 

商号又は名称（フリガ

ナ） 

・次の文字は省略してください。 

① カブシキガイシャ等の法人の種類を表す名称 

② 「・（なかてん）」、「．（ピリオド）」 

・「ァ」、「ャ」等の小文字は、小文字のまま入力してください。 

代表者役職名 ・履歴（現在）事項全部証明書のとおり入力してください。 

例：（誤）代表取締役社長 

（正）代表取締役 

・個人事業主は、「代表者」と入力してください。 

代表者氏名 ・履歴（現在）事項全部証明書のとおり入力してください。 

・姓と名の間は、空けないで入力してください。 

・髙（はしごだか）、﨑（たつさき）等の外字が氏名に含まれる場合

は、代用の文字を入力してください。（外字については、「第４章 

申請書類 ５ 外字の取扱について」を参照してください。） 

本店郵便番号 ・登記上の所在地と事実上の本店（本社）の所在地が異なる場合

は、事実上の本店（本社）の所在地を入力してください。 

本店所在地又は住所 

（都道府県） 

・都道府県のみを入力してください。 

本店所在地又は住所 

（市区町村） 

・市区町村名のみ入力してください。 

・行政区（浦和区等）も入力してください。 

本店所在地又は住所 ・「丁目」、「番」、「号」、「番地」は、“ －（ハイフン） ”を用いて

入力してください。 

例：（誤）常盤６丁目４番４号 

   （正）常盤６－４－４ 

・「大字」は省略してください。 

登記上の所在地 ・本店所在地又は住所に事実上の本店（本社）を入力した場合は、

登記上の所在地を入力してください。 

本店電話番号 ・本店の電話番号を入力してください。 

本店ＦＡＸ番号 ・ＦＡＸがない場合は入力不要です。 

法人番号 ・「法人番号指定通知書」（国税庁発送）の１３桁の数字または「国

税庁法人番号公表サイト」から商号及び所在地等で検索し、表示

された法人番号を入力してください。 

（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/ ） 

https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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 ⑵ 「代理人情報」について 

項  目 内  容 

委任の有無 ・＜委任事項＞を確認し、委任の有無を選択してください。 

・本申請の委任ではなく、見積り、契約の締結及び代金の請求等を

する権限の委任になります。 

・委任先の所在地が市内にある場合のみ、代理人を設置できます。 

・委任する場合は、委任状（様式１）を提出してください。 

以下の項目は、「委任する」を選択した場合のみ入力してください。 

代理人を置く営業所等の

名称 

・本店内に代理人を置く場合は、「本社」、「本店」等の名称又はその

代理人の所属部、課等の名称を入力してください。（名称なしで登

録できません。） 

・商号と営業所名等の間に一文字分のスペースを入れてください。 

代理人を置く営業所等の

名称（フリガナ） 

・商号と営業所名等の間にスペースを入れないでください。 

・次の文字は省略してください。 

① カブシキガイシャ等の法人の種類を表す名称 

② 「・（なかてん）」、「．（ピリオド）」 

・「ァ」、「ャ」等の小文字は、小文字のまま入力してください。 

代理人役職名 ・「支店長」、「営業所長」、「取締役営業本部長」等、代理人となる者

の役職名を入力してください。 

代理人氏名 ・姓と名の間は、空けないで入力してください。 

・髙（はしごだか）、﨑（たつさき）等の外字が氏名に含まれる場合

は、代用の文字を入力してください。（外字については、「第４章 

申請書類 ５ 外字の取扱について」を参照してください。） 

代理人を置く営業所等の

郵便番号 

・代理人を置く営業所等の郵便番号を入力してください。 

代理人を置く営業所等の

所在地又は住所（都道府

県） 

・都道府県のみを入力してください。 

代理人を置く営業所等の

所在地又は住所（市区町

村） 

・市区町村名のみ入力してください。 

・行政区（浦和区等）も入力してください。 

代理人を置く営業所等の

所在地又は住所 

・「丁目」、「番」、「号」、「番地」は、“ －（ハイフン） ”を用いて

入力してください。 

例：（誤）常盤６丁目４番４号 

  （正）常盤６－４－４ 

・「大字」は省略してください。 

代理人電話番号 ・代理人を置く営業所等の電話番号を入力してください。 

代理人ＦＡＸ番号 ・ＦＡＸがない場合は入力不要です。 
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 ⑶ 「申請事務担当者情報」について 

項  目 内  容 

申請事務担当者氏名 ・本申請の担当者の氏名を入力してください。 

行政書士代理申請 ・行政書士が「代理申請する」か「代理申請しない」か選択してく

ださい。 

・行政書士が代理申請する場合は、行政書士委任状を提出してくだ

さい。 

申請事務担当者 

・電話番号 

・ＦＡＸ番号 

・メールアドレス 

・次のとおり入力してください。 

①代理申請する ：行政書士の情報 

②代理申請しない：申請事務を行う担当者の情報 

 

 ⑷ 「希望業務」について 

項  目 内  容 

希望業務 ・「010 大工」から「300 物品修繕」のうち最大５業務まで申請でき

ます。希望する業務を選択してください。 

・「200 その他修繕」及び「300 物品修繕」を希望する場合は、具体

的な修繕の内容を入力してください。 

 

 ⑸ 「誓約・同意」について 

項  目 内  容 

誓約 ・＜誓約事項＞を確認し、「誓約します」を選択してください。 

・誓約しない場合は、申請できません。 

同意 ・＜同意事項＞を確認し、「同意する」を選択してください。 

市税納税証明書の提出は不要となります（納税状況が確認できない

場合を除く。）。 

以下の項目は、「同意する」を選択した個人事業主の方のみ入力してください。 

同意いただいた市税（個人市民税）の納税状況等について、本市の税務担当部署に確認する際に

必要となる情報となります。 

代表者氏名（カタカナ） ・代表者氏名をカタカナで入力してください。 

・姓と名の間は、空けないで入力してください。 

代表者の住民票上の住所 ・代表者の住民票上の住所を入力してください。 

・さいたま市外在住の方は、「さいたま市外在住」と入力してくださ

い。 

直近の市民税・県民税・森

林環境税納税通知書の宛名

番号 （※１） 

・宛名番号が不明又はさいたま市外在住の方は「０」と入力してくだ

さい。 

   ※１ 市民税・県民税・森林環境税納税通知書宛名番号は次のとおり確認してください。 
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 ⑹ 「添付書類」について 

  ア 「添付書類」は、「第４章 申請書類 ４ 申請書類一覧表 ⑵ 添付書類」を参照してください。 

  イ 提出方法は、「第２章 申請準備・申請方法 ２ 申請方法 ⑴ さいたま市電子申請・届出サービス

（以下「申請システム」という。）を利用した電子申請」を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

納税通知書（見本） 
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第６章 市指定様式の作成要領●●●●●            ● 

１ 受付証 

① 「商号又は名称」欄に、商号等を記入してください。 

なお、パソコンでエクセルの様式に入力して書類を作成する場合は、「第６章 市指定様式の作成要領 

２ 小規模修繕業者登録申請書」の「商号又は名称」を自動的に反映するため、入力不要です。 

 

 

　　・この用紙は、審査が終了した通知ではありません。

　　・審査の進捗状況について、個別の問合せは受け付けておりません。

　　・不備等があった場合は、別途審査担当から連絡致します。

　　・審査結果の通知は、令和　年　月末に送付の予定となって

　　　おりますので、通知が届くまでこの受付証を保管してください。

　　　お問い合わせは

　　　さいたま市財政局契約管理部契約課　　電話048‐829‐1179（直通）

　　　電子メールアドレスshikaku-shinsei@city.saitama.lg.jp

　　・この用紙は、審査が終了した通知ではありません。

　　・審査の進捗状況について、個別の問合せは受け付けておりません。

　　・不備等があった場合は、別途審査担当から連絡致します。

　　・審査結果の通知は、令和　年　月末に送付の予定となって

　　　おりますので、通知が届くまでこの受付証を保管してください。

　　　お問い合わせは

　　　さいたま市財政局契約管理部契約課　　電話048‐829‐1179（直通）

　　　電子メールアドレスshikaku-shinsei@city.saitama.lg.jp

（商号又は名称）

令和９・１０年度　　さいたま市

小規模修繕業者登録申請受付証

（商号又は名称）

令和９・１０年度　　さいたま市

小規模修繕業者登録申請受付証（さいたま市控え）

さいたま市使用欄

さいたま市使用欄

切り取らないでください

mailto:shikaku-shinsei@city.saitama.lg.jp
mailto:shikaku-shinsei@city.saitama.lg.jp
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２ 小規模修繕業者登録申請書  
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項 目 作成要領 

①記入日 ・様式への記入日を記入してください。提出日ではありませんので、ご注意くだ

さい。 

②本店所在地又は住所 ・埼玉県から記入してください。また、「丁目」「番」「号」「番地」については、

「－（ハイフン）」で記入し、「大字」は省略してください。 

③（登記上の所在地） ・登記上の所在地と事実上の本店（本社）の所在地が異なる場合は必ず記入して

ください。 

④商号又は名称 ・履歴（現在）事項全部証明書のとおりに記入してください。（株式会社、有限

会社等法人の種類を表す部分も省略せず記入してください。）また、フリガナ

については、法人の種類を表す文字部分は省略して記入してください。 

⑤代表者役職名 法人：履歴（現在）事項全部証明書の役職名を記入してください。 

個人：「代表者」と記入してください。 

⑥代表者氏名 ・髙（はしごだか）、﨑（たつさき）等の外字が氏名に含まれる場合は、代用の

文字を入力してください。（外字については、「第４章 申請書類 ５ 外字の

取扱について」を参照してください。） 

⑦電話番号・ＦＡＸ ・市外局番、局番、番号を「－（ハイフン）」で区切って記入してください。 

【法人のみ対象】 

⑧法人番号 

・「法人番号指定通知書」（国税庁発送）の１３桁の数字または「国税庁法人番

号公表サイト」から商号及び所在地等で検索し、表示された法人番号を入力し

てください。 

（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/ ） 

・個人事業主の方は記入しないでください。 

⑨市税納税状況等照会

同意欄 

・＜同意事項＞を確認し、「同意する」のチェック✔を選択してください。市税

納税証明書の提出は不要となります（納税状況が確認できない場合を除く。）。 

【個人事業主のみ対

象】 

⑩代表者の住民票上住

所、直近の市民税・

県民税・森林環境税

の納税通知書の宛名

番号 

・⑨で同意いただいた市税（個人市民税）の納税状況等について、本市の税務担

当部署に確認する際に必要となる情報となります。 

・代表者の住民票上住所、直近の納税通知書の宛名番号を記入してください。 

※ 納税状況が確認できない場合、納税証明書の提出を求めることがあります。 

  

https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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項 目 作成要領 

⑪申請事務担当者氏

名・行政書士名（行

政書士が申請を代理

する場合のみ対

象）・ＴＥＬ・ＦＡ

Ｘ・電子メールアド

レス 

・申請書を作成する担当者の氏名を記入してください。行政書士が申請書を作成

している場合でも、申請書の内容について把握している担当者氏名を必ず記入

してください。 

・行政書士名欄は、行政書士が申請を代理しない場合は、空欄としてください。 

・ＴＥＬ、ＦＡＸ及び電子メールアドレスは、申請書について確認事項がある際

の連絡先となりますので、連絡をとりやすい番号等を記入してください。行政

書士に申請を代理している場合は、行政書士の情報を記入してください。 

⑫委任状欄 ・委任状は、見積り、契約の締結、代金の請求等の権限を代理人に委任する場合

必要となります（小規模修繕業者登録申請の委任ではありません。）。委任しな

い場合は、記入する必要はありません。 

なお、市内に委任先の所在地がある場合のみ、代理人を設置することができま

す。 

⑬代理人を置く営業所

等の所在地 

・埼玉県から記入してください。 

「丁目」「番」「号」「番地」については、「－（ハイフン）」で記入し、「大字」は

省略してください。 

⑭代理人を置く営業所

の名称 

・営業所の名称を記入してください。 

本店内に代理人を置く場合は、「本社」、「本店」等の名称又はその代理人の所

属部、課等の名称を記入してください（営業所名称なしとすることはできませ

ん）。 

⑮代理人役職名 「支店長」、「営業所長」、「取締役営業本部長」等、代理人となる者の役職名を記

入してください。 

⑯代理人氏名 ・髙（はしごだか）、﨑（たつさき）等の外字が氏名に含まれる場合は、代用の

文字を入力してください。（外字については、「第４章 申請書類 ５ 外字の

取扱について」を参照してください。） 

⑰代理人電話番号・Ｆ

ＡＸ 

・代理人を置く営業所等の市外局番、局番、番号を「－（ハイフン）」で区切っ

て記入してください。 

※ 提出前に、誤記、記入漏れ等の不備がないかを必ず確認し、万一、誤記載等がありましたら、修正液・修

正テープを使用せず、正しい内容で作成し直してください。 
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３ 小規模修繕登録希望業務申請書 

項目 作成要領 

①希望業務 ・最大５業務まで申請できます。申請を希望する業務の「希望」欄に、○をつけ

てください。 

②主な業務の内訳 ・「その他修繕」、｢物品修繕｣を希望する場合は、具体的な修繕業務の内容を記

入してください。 

 

 

 

 

希望
登録業務

コード 業務区分 分類番号 登録希望業務 主な業務の内訳

０１０ 大工 床、壁、手摺、階段等

０２０ 内装 カーペット、クロス、壁紙等

０３０ 屋根 瓦、スレート等（材質は問わず。）

０４０ 畳

０５０ ふすま・障子

０６０ ガラス 窓ガラス、ドアガラス、展示ケースのガラス等

０７０ 給排水設備 洗面台、排水管、蛇口、ポンプ等

０８０ 給湯設備 給湯器等

０９０ トイレ 便器、配管、フラッシュバルブ等

１００ サッシ・カーテン ブラインド、カーテンレール等

１１０ 空調設備 室内機、室外機、ダクト設備（換気扇含む）等

１２０ ガス管配管設備

１３０ 厨房設備 ガスオーブン等

１４０ 電気設備 照明器具、配線、コンセント、スイッチ等

１５０ ドア・シャッター ドアノブ、取っ手、ドアクローザー等

１６０ 塗装 塗装、防水塗装等

１７０ 防犯設備 扉・窓等の錠前、鍵、セーフティロック装置等

１８０ 外構・フェンス
タイル、塀、フラッグポールなど、建物に附属する
ものに限る。

※具体的な修繕業務の内容を記入してください。

※具体的な修繕業務の内容を記入してください。

小規模修繕登録希望業務申請書
※最大５業務まで希望できます。希望の欄に○をつけてください。

※「その他修繕」、「物品修繕」を希望する場合は、その内容を「主な業務の内訳」に記入してください。

１８００ 施設修繕

１８０２ 物品修繕 ３００ 物品修繕

１８０１ その他修繕 ２００ その他修繕


